
 

富田林市電子入札心得 

 

（目的） 

第１条 この心得は、本市が富田林市電子入札システム（以下「システム」と

いう。）を用いて行う地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１

項に規定する一般競争入札等（以下「入札」という。）に参加しようとする者

（以下「入札参加者」という。）が守らなければならない事項を定めるものと

する。 

  

（法令等の遵守） 

第２条 入札参加者は、地方自治法、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１ 

６号。以下「施行令」という。）、富田林市財務規則（昭和３９年富田林市規

則第１６号。以下「規則」という。）、富田林市下水道事業会計規則（令和７

年富田林市規則第１７号）及びその他関係法令並びにこの心得を遵守しなけ

ればならない。 

２ 入札参加者は、入札に際し、本市の指示に従い、円滑な入札に協力すると

ともに、公正な入札の執行を妨害するような行為をしてはならない。 

３ 施行令第１６７条の４第１項の規定に該当するものは、入札に参加するこ

とができない。 

  

（公正な入札の確保） 

第３条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号）、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法

律第１０２号）その他の法令に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては競争を制限する目的で他の入札参加者と

入札価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定

めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意

図的に開示してはならない。 

  

（システムの利用等） 

第４条 システムを利用できる者は、入札参加資格審査申請を行い、審査に合

格した者又はその者から入札、見積り及び契約に関する権限について委任を

受けた者とする。 

２ 前項で規定する者は電子署名及び認証業務に関する法律施行規則（平成１

３年総務省・法務省・経済産業省令第２号）に基づく電子証明書（以下「Ｉ

Ｃカード」という。）を取得し、本市に使用しようとするＩＣカードの登録（利

用者登録）を完了しておかなければならない。 

  

（入札保証金） 



第５条 入札保証金は規則第９４条の規定に該当する場合は免除する。ただし、

落札者は契約を締結しないときは、違約金として入札書記載金額に消費税及

び地方消費税を加えた額の１００分の５に相当する額を本市に納めなければ

ならない。 

 

（入札等） 

第６条 入札参加者は、入札に際し、当該入札に係る図面、仕様書（金額を記

載しない設計書を含む）、契約書案及び現場等を熟知のうえ、入札しなければ

ならない。この場合において、疑義があるときは説明を求めることができる。 

２ 入札参加者は、入札に係る公告又は公表（以下「公告等」という。）におい

て定められた期間内に、入札参加申請書等を入札書と同時にシステムにより

提出しなければならない。 

３ 入札書の記載金額については、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか否かにかかわらず、見積もった契約希望金額から消費税及び地方消費

税に相当する額を除いた金額を記載するものとする。 

４ 入札参加者は、入札に際して当該入札金額の根拠となる内訳書並びに入札

参加資格を確認するための書類を提出しなければならない。 

５ 入札及び契約において、用いる言語は日本語とし、通貨は日本円とする。 

  

（入札参加資格の審査） 

第７条 本市は、前条第２項による入札参加申請書等の提出があったときは、

入札参加資格の有無について審査を行うこととし、開札後に入札参加資格の

審査を行うこととする項目にあっては開札後所定の期日までに必要書類の提

出を求め、事後審査を行う。 

  

（入札書の書換え等の禁止） 

第８条 入札参加者は、システムにより提出した入札書の書換え、差し換え又

は撤回をすることができない。 

  

（入札方式の変更及び入札の取りやめ等） 

第９条 本市がやむを得ない事由により電子入札での入札が困難と認めた場合

は、従来の紙媒体を使用して執行する入札（以下「紙入札」という。）に変更

することがある。その際には本心得は適用せず別に定める「競争入札の心得」

に基づき入札を行うものとする。 

２ 入札参加者が第２条及び第３条に抵触したときなど、本市が必要と認める

ときは、入札の執行を延期し、当該入札に関する調査を行うことがある。調

査の結果、入札を公正に執行することができないと認められるときは、入札

の執行を取りやめることがある。 

３ 前項の規定により調査を行うときは、入札参加者は、調査に協力しなけれ

ばならない。 

４ 入札の執行に際して、災害その他やむを得ない事由が生じたときは、その

執行を延期し、又は取りやめることがある。 



５ 入札参加者数が公告等に定める数に満たないときは、当該入札を取りやめ

る。 

６ 第２項、第４項及び前項の規定により入札を取りやめた場合、設計図書等

の購入費用は入札参加者の負担とする。 

  

（開札） 

第１０条 開札は、開札予定日以降に行い、落札決定までの過程をシステムに

より公表するものとする。 

  

（無効の入札） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１）入札に参加する資格を有しない者のした入札 

（２）所定の日時までに提出されなかった入札 

（３）入札に関する権限を委任されていない代理人のした入札 

（４）システムにおいて入力が必要な項目を入力せず、又は不要な項目や記

述を入力した事項を含む入札 

（５）本人、第三者を問わず、不正な手段により改ざんされた事項を含む入  

 札 

（６）入札参加者の電子計算機等の異常により開札時において文字、数字等

が判読できない入札。 

（７）システム画面上に示された文字種、文字数、記入例その他の指定に従

わないで入力した事項を含む入札 

（８）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札 

（９）談合その他不正行為により入札を行ったと認められる入札 

（１０）同一の入札について、同一人が２通以上の入札書を提出した入札 

（１１）同一の入札について、他人の代理を兼ね、又は２以上の代理をした

者の入札 

（１２）システムの不正利用及びＩＣカードの不正使用により行った入札 

（１３）入札に際して必要書類の提出をしない者の入札 

（１４）提出された内訳書に記載された額と異なる価格で行った入札 

（１５）システム以外の方法により行われた入札 

（１６）その他入札に関する条件に違反した入札 

（１７）同日において実施された対象工事、測量及び建設コンサルタント等

業務委託の区分毎の入札において先に落札した者（落札候補者となった者）

のした入札。 

  

(失格の入札) 

第１２条 予定価格を当該入札の執行以前に公表した場合において、当該予定

価格を超えてした入札は、失格とする。 

２ 最低制限価格を設けた場合において、当該最低制限価格に達しない入札は

失格とする。 

 



(落札候補者の決定) 

第１３条 有効な入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価

格をもって入札した者を落札候補者とする。ただし、最低制限価格を設けた

場合は、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札候補者とする。 

２ 落札となるべき同価格の入札をした者が２以上あるときは、システムのく

じ機能によりくじを実施し、落札候補者を決定する。 

  

（落札者の決定） 

第１４条 前条の規定により落札候補者が決定したときは、当該落札候補者に

対し、第７条に規定する入札参加資格の事後審査を行うものとする。 

２ 前項に規定する審査の結果、入札参加資格を有すると認めた落札候補者を

落札者とする。ただし、入札参加資格がないと認められる場合は、当該落札

候補者による入札は失格とし、次順位の落札候補者について入札参加資格の

審査を行うものとする。この場合において、次順位の落札候補者も入札参加

資格がないと認められるときも、同様とする。 

  

（契約保証金） 

第１５条 落札者は、契約書案の提出と同時に公告等において定める契約保証

金又は契約保証金に代わる担保を納付し、又は提供しなければならない。た

だし、契約保証金の全部又は一部の納付を免除された場合は、この限りでな

い。 

２ 落札者は、前項ただし書の場合において、契約保証金の納付を免除された

理由が、本市を被保険者とする履行保証保険契約を結んだことによるもので

あるときは当該履行保証保険に係る保険証券を、公共工事履行保証証券によ

る保証を付したときは当該保証証券を、公共工事の前払金保証事業に関する

法律（昭和２７年法律第１８４号）に基づき登録を受けた保証事業会社によ

る保証を付したときは当該保証証券を、銀行等金融機関の保証を付したとき

は当該保証証券を契約担当課に提出しなければならない。 

３ 落札者は、前項の規定による保険証券の提出に代えて、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、当該履行

保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。

この場合において、落札者は、当該保険証券を提出したものとみなす。 

４ 第１項本文の規定により提供する契約保証金に代わる担保は、次の各号に

定めるものとし、価格は当該各号に定めるところによる。 

 （１）国債又は地方債 額面金額又は登録金額 

 （２）銀行法（昭和５６年法律第５９号）の適用を受ける銀行が振り出し、

又は支払保証をした小切手 小切手金額 

５ 前項第１号に規定する国債又は地方債については、次の各号に定める書類

を添付しなければならない。 

（１）記名債権については、記名本人の売却承諾書及び白紙委任状を添付す

ること。 



 （２）登録債券については、国債にあっては国債ニ関スル法律（明治３９年

法律第３４条）、地方債のそれぞれの規定によって契約保証金に係る質権設

定の登録を証する書類を添付すること。 

６ 契約保証金又は契約保証金に代わる担保は、当該契約の履行の確認をした

後において、還付するものとする。 

  

（契約書の提出） 

第１６条 契約書を作成する場合においては、落札者は交付された契約書案に

記名押印し、落札決定の日から７日以内に、契約担当課に提出しなければな

らない。ただし、年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）は算入し

ない。 

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書案を提出しないときは、落札はそ

の効力を失う。 

  

（異議の申立） 

第１７条 入札参加者は、入札後、この心得、図面、仕様書（金額を記載しな

い設計書を含む。）、契約書案及び現場等についての不明を理由として異議を申

し立てることができない。 

  

（議会の議決を要する契約の特約事項） 

第１８条 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年富田林市条例第４号）第２条の規定に該当する契約は議会の議

決後本契約としての効力を得るものとする。 

２ 本市が、前項の本契約の効力を得るまでの間に仮契約の当事者に対し指名

停止処置を行ったときは、当該仮契約を解除することができる。 

３ 前項の規定により仮契約を解除しても本市は一切の責めを負わないものと

する。 

   

附 則 

  この心得は、平成２３年１月１日から施行する。 

 

附 則 

  この心得は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この心得は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則 

  この心得は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この心得は、令和７年８月１日から施行する。 


